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１．日本科学者会議福岡支部第 45 回
定期大会の案内	
 

	
 日本科学者会議福岡支部	
 第 45回定期大会を下記の通り開催します。会員の皆さんの出席
をお願いします。（なお定期大会終了後は、例年通り講演会(下記案内参照)を開催します。今
回は、九州大学・経済学研究院の久野国夫先生にお話していただきます。） 
欠席される場合は下欄の委任状（メールでの送付可）を提出してください（送付先は福岡

支部事務局宛て）。なお、例年通り、委任状の提出なしで欠席された場合は、議決権を議長に

委任されたものと見なします。 
記 

日	
 時：	
 2015年 5月 10日（日曜日）14:00〜15:00 
場	
 所：	
 久留米大学福岡サテライト・大丸福岡天神店東館エルガーラ 6階 

（開場 13:30）（国体道路側入口より入る。次ページに案内地図あり） 
議  事：	
 2014年度支部活動報告 
	
 	
 	
 	
 	
 2014年度支部会計報告 
	
 	
 	
 	
 	
 2015年度支部活動計画 
	
 	
 	
 	
 	
 2015年度支部予算案	
 

	
 

	
 

---------------------	
 	
 委	
 	
 任	
 	
 状	
 	
 --------------------------	
 

日本科学者会議福岡支部会員（	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ）は、第 45回定期大会における議決権を 
（	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ）に委任します。 
       2015年	
 	
 	
 月	
 	
 日	
 
（代理人の記入がない場合は議長委任となります。）	
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２．日本科学者会議福岡支部講演会「アベノミクスを批判する」の案内	
 

	
 支部定期大会に引き続き、下記の要領で講演会を開催します。会員皆さんのご参加と、周
りの方への呼びかけを、ともにお願いします。 
 
日本科学者会議福岡支部講演会 
日	
 時：2015年 5月 10日（日）15:30〜17:00 
会	
 場：久留米大学福岡サテライト・大丸福岡天神店東館エルガーラ 6階 

（国体道路側入口より入る） 
講	
 師：久野国夫（九州大学・経済学研究院・教授）  
講演題目：「アベノミクスを批判する」  
講演要旨： 
	
 期待通り円安となりアベノミクスがもてはやされているが、これは多分に「期待」が先行

しているもので、メッキははげはじめている。アベノミクスの「3 本の矢」について経済原
論的に批判するとともに、今日の日本企業の生産グローバル化の実態について、近年の東南

アジア進出の日系企業調査により紹介したい。同時に野中や古賀など自民党員からも批判が

出ている安倍晋三自民党極右派政権が、なぜ登場したのか、その背景についても一緒に考え

たい。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

 
（会場案内地図）久留米大学福岡サテライト・大丸福岡天神店東館エルガーラ 6階 
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３．国際シンポ ジ ウム「移行:原子力から再生可能エネルギ ーへ」の報
告	
 
	
  

JSAと INES共催の，「移行:原子力から再生可能エネルギ ーへ」と題する国際シンポ ジ

ウム（横浜国大，3/27〜29）に参加した．残念ながら都合で 2日目午後２番目の Braun Reiner氏の
途中までで退席した．  
国際シンポ ジウムの名のとおり，ドイツ，韓国，アメリカからの参加・報告があり，また日

本在住の中国人の方による中国の事情についての発表もあった．タイトルが，原子力が一時的に

せよ必要であったかのような意味を伴うので不満ではある．多くの講演の中からいくつかピック

アップして，筆者の印象も含めて報告する．（講演の詳細な予稿とほとんどの講演者のスライド

のコピーが配布された）． 
冒頭のユルゲン・シェフラン氏の基調講演は，化石燃料，原子力，再生可能エネルギーの時間

的，空間的パースペクティヴだけでなく，サブタイトルの「国際安全保障及び国際平和への影響」

が示すとおり，政治との関連性にも言及する極めて包括的なものであった．ユルゲン氏はハンブ

ルク大学の「気候変動と安全保障」（CLISEC）研究グループの主任研究員なので，なるほどと思
う． 

CO2 と気候変動の関連性，将来の温度上昇の予測値に，やや断定的すぎるという印象も受けた．

また，講演の気候変動→食料不足→紛争（戦争）という因果連鎖もひとつの真実には違いないが，

紛争の多くが意図的に作られていること，あるいは矛盾・対立がことさら煽られ，武器が売り込

まれた結果であるという認識も同時に重要だと思う．しかしそれはこの講演の守備範囲からはみ

出すことかも知れない． 
分離プルトニウム蓄積量で日本はフランスに次ぐ世界第５位という棒グラフには，今さらなが

ら衝撃を受けると同時に，原子炉級プルトニウムと核兵器の関連性の程度，バリアの程度という，

古くて新しい問題も頭をよぎる． 
米田氏の，JSAの原発即時廃止の決意を述べた講演は，福島原発事故とそれへの対応の問題点

をも包括的に論じたものだ．氏は政府の 20ミリシーベルトを容認する政策，帰還政策を厳しく
批判した．ALPSの機能不全も指摘したが，これらは２日目講演の野口邦和氏の姿勢や評価とは
大きく異なる．原発ゼロの決断に至る経緯などにも触れられたが，印象に残ったのは，その議論

の過程での発言として紹介された「なぜチェルノブイリ事故の後にこの決断ができなかったか」

という，後悔ないし自己批判だ．これは予稿テキストにはないようだ．そういえば，3.11以前，
JSAの原発問題のあるシンポジウムで，私は，JSAの煮え切らない態度を批判して「脱原発をは
っきり打ち出すべきだ」と発言したことを思い出す．  
韓国の反原発運動のリーダーであり，政府の委員会にも参加している Kim Hye Jeon氏は，韓国

の原発と市民運動の現状を報告した．現在 24基が稼働，建設中が 5基，計画確定が 6基であるが，
稼働中の２基は設計寿命を超えて延命されており，古里１号などこれらの廃止を求める世論は多

数である．市民運動はまずはこの実現に力を集中しており，それがターニングポイントになると

考えている．運動への若い母親の参入は日本とも共通である．自治体レベルでは脱原発の首長が

当選している． 
反対運動についてはもちろん，全般的に原発情報の得にくい中国の事情について，東北大学の

明日香壽川氏が報告した．中国の原発第一号は1991年と歴史は新しいが，現在22基20.1GWで，
2020年までに，運転中と建設段階の合計で 58GWにするという目標である．それでも総発電量に
占める割合は 4％に過ぎない．つまり温暖化対策，石炭火力による被害削減と言ってもその程度
ということだ．また，中国では珍しいことと思うが，2013年 7月に核燃料製造工場建設が住民の
反対デモで中止になるということが起きている．他の講演者の発表で耳にしたが，意外にも中国

は再生可能エネルギー発電が世界一とのことだった． 
石炭火力の高効率化の大規模なプロジェクトが失敗したという話を聞いたことがあったので質

問したが，講演者はそのような情報は知らないということだった． 
アメリカからはMITの Subrata Ghoshroy氏が報告した．米国の稼働中の原子炉は 99基で発電量

の 20％で，建設中は５基である．各施設で保管されている 46,000トン以上の使用済み燃料の存在
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は深刻な問題で，2016年の大統領選で共和党がホワイトハウスを奪還すれば，ユッカマウンテン
のサイトが実現に向かうかも知れないという．再生可能エネルギーによる発電は中国に次いで世

界２位で，総発電量の 13％（2013年）である．拡大の最大のネックは天然ガスの安価さとのこと
である． 
氏の講演の中で，冷戦終結で軍事研究費が大幅減になったと聞こえたので，コーヒーブレイク

の時，そんなことはないでしょう問うと，やはり落ち目どころか今でも圧倒的とのことだ．アメ

リカの軍産学共同についてちょっと話をすることが出来た．氏の所属する MIT，特に付属のリン
カーン研究所は，米国防総省のマネーが全米の大学の中でトップクラスにつぎ込まれているとこ

ろだ． 
野口氏の，放射能汚染や被曝の現状についての報告は，私に言わせれば，やはり楽観論に過ぎ

る．住民避難／帰還が年 20ミリシーベルトで線引きされている政府の基準を批判なくそのまま
引用・紹介しており，先の米田報告とは強いコントラストを示している．子どもの甲状腺被ばく

線量についても，最大 30mSvとされる推定値を紹介して，それを「非常に低い」と形容するのも
いただけない．子どもに対するヨウ素剤服用の予測線量は 100mSvとされ，1999年のWHOガイ
ドラインでは 10mGyという数字もある．福島県・本宮市の 15才以下の子どもの外部被曝の，ガ
ラスバッジによる測定結果も示されたが，そこに見られる時間とともに減少するグラフは明白に

福島事故の影響を証明している． 
さすがにこの講演には質問や意見が集中した．私も，ガラスバッジは放射線従事者が着けるも

ので，子どもに着けさせるのはまるでモルモット扱い，非人道的ではないか，と質問したが，野

口氏は，「親の要望で着けてもらっている」と答えた．もちろん親は「要望」しないわけにはい

かないだろう．そもそも被曝量が「測れる」ような環境に子どもを住まわせること自体を問題に

したのだが，全く伝わらない． 
汚染水問題の講演者，本島勲氏には，講演後に直接，中西氏が提案されている「連結トンネル」

による遮水壁について意見を聞いたが，初めて聞く話のようで，反応は得られなかった． 
以上，シンポジウムのほんの一端を報告したが，全体としてとても豊富な内容だったので，福

岡からの参加がおそらく私一人だったのはとても残念で，もったいなかったと思う．また，メデ

ィア取材が全くなかったのも極めて残念である．米田氏に聞くと，マスコミには知らせたとのこ

とだが，どれだけ細やかにメディア対策を行ったのだろうか．事前か事後に記者会見などは設定

したのだろうか． 
（報告者：豊島耕一） 

 

４．エネルギー研究会の報告  
◆エネルギー研究会第 70 回例会	
 2015年 3月 28日	
  
	
 

前回に続いて人口減少をテーマとして「地方消滅の罠」(山下祐介,	
 ちくま新書,	
 2014)につい

て議論した。「増田レポート」は人口急減による社会の不安定化を避ける方法として、「選択と集

中」を軸とした述べられている。一方、山下氏は排除される側から見た「選択と集中」を分析し、

多様な自立した自治を構築することによって地方は存続できると述べている。	
 

「増田レポート」は「選択と集中」が経済性や効率に基づき、地方中核都市を中心にした広域

ブロックで人口のダムをつくる、といった画一的な方法を押しつけているように思う。しかし、

高度成長期以前そうだったように、本来地域それぞれに経済や暮し方があり、経済原理だけが普

遍に追求されるべき価値ではないだろう。著者によれば、過疎に対する現在の政策は「なくなっ

てよい地域などない」という方針を貫いているそうである。	
 

本書は私には大変難解であった。著者の述べる「多様性の共生」には共感するが、人口減少に

対してどう対処すればよいかについては大変難しい。いずれにしても「増田レポート」が解では

ないことに注意したい。	
 

	
 (報告者：	
 青野雄太)	
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５．北九州分会例会の報告	
 
◆北九州分会 2014年度第 5回例会 

2015年 2月 27日（金）西小倉市民センター会議室 2 
 
話題と話題提供者： 
○「再稼働を認めた規制基準の技術的問題点について」 
	
 	
 中西正之氏（元燃焼炉設計技術者） 
○「日本の原子力規制基準は本当に世界最高水準か」 
	
 	
 岡本良治氏（九州工業大学名誉教授） 
＜中西氏報告＞ 
	
 過酷事故メルトダウン・メルトスルー対策、このとき溶融炉心・コンクリート相互作用（MCCI)）
が起き、コンクリートが分解し、大量の水素と COを発生し、爆発を引き起こす。MCCI対策は、
海外ではコアキャチャー(耐火レンガ製受皿)である。原子力規制委員会はコアキャチャーでなく、
格納容器貯水冷却を採用。格納容器貯水冷却は、水蒸気爆発と圧力上昇(圧力スパイク)の危険があ
る。九電は、炉が準静的でトリガリング(引き金振動）を与えないので水蒸気爆発は起こらない、
圧力スパイクのみを考慮する。一方水素爆発対策はイグナイタ(小爆発)を使って防ぐとしているが、
イグナイタ自体がトリガリングになる。矛盾した説明。水蒸気爆発のメカニズムの説明も追加。

圧力スパイクについては、サンディア研究所の加圧水 1/4モデルの破壊実験(圧力スパイクによる)
を紹介。 
	
 福島第１の 1，3，4号炉の事故状況の違いを説明。川内発電所原発炉、玄海原発炉と福島第１
との構造上の違いを紹介。海外の炉心溶融事故対応としてのコアキャッチャーの構造(耐火レンガ
2重構造)が説明された。海外では、過酷事故でいちばん恐れられているのは水蒸気爆発で、溶融
炉心対策に水蒸気爆発の起きない対策が進められてきた。強固なコアキャチャーが建設されてき

た。日本の電力会社は、世界の方向とは逆に，水の貯水による  溶融炉心対策を進め、水蒸気爆
発の危険性のある対策を強行している。 
＜岡本氏報告＞ 
	
 安部首相は「世界で最も厳しい水準の安全規制を」満たさない限り、原発の再稼働はありませ

ん」(2014/01/24国会施政方針演説）と述べた。これは重要な所信表明である。我が国の新規制基
準の基本的な問題点の背景として、原子力規制委員会設置法(2013/6)は原発輸出と原発再稼働を前
提としている。原子力基本法の「原子力利用の目的」に「安全保障に資する」が加えられた。そ

れらの背景は、「原発輸出」は輸入国の研修－原発の稼働がある。バックに 400社を超える原子力
産業、米国の東アジア地域の核拡散防止政策における日本への期待。結果として、冷却水喪失、

全交流電源喪失、緊急炉心冷却装置喪失という設定は厳しいが、設定に対する評価が極端に甘い。 
	
 過酷事故対策設備に適用されるべき国際的な基本的設計では、「恒設あっての仮設、アクティブ

よりもパッシブ、手動より自動操作、起きたら考える（reactive）よりも先を見通す(proactive)で、
楽観的(精神的)机上論ではなく実践・実証主義」である。しかし日本の原子力規制基準はその逆で
非常に危うい。 
	
 また原子力規制委員会の主張への評価、国際原子力機関（IAEA)の深層防護の考え方と日本の
規制基準の比較がなされた。特に、避難対策(過酷事故の影響緩和対策)が弱い点が指摘された。事
故防止と事故後の対策は質的に異なる。後者では超法規的な行動もあり得るので、責任の所在と

分担を予め決めておく必要がある。欧州加圧水型原子炉（EPR)）では諸対策で、一基当たり、5800
億円以上の経費がかかるが、日本新規制基準では約 870億円で大きな差がある。EPR基準でも過
酷事故のリスクはあるから、再稼働は容認できない。九電は日本の新基準適合は検討しているが、

海外の基準は考慮していない。 
	
 両報告後の質疑として、そもそも原発は廃止すべきものであって、技術上の不備を指摘するの

に意味があるのか、その不備を改善したら原発は再稼働して良いのか、技術上の不備の指摘は世

論の喚起やコストの問題とも結びつき重要である、などの議論や、被爆者の立場からの意見も出

された。 
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（報告者：秋貞英雄） 


